
指摘事項 措置状況

　基金を新たに設置する際には，所管部局より会
計課に運用起案が回付されるため，設置の事実を
知り得るが，廃止の際には特段起案は回付されな
いとのことであった。仮に普通預金で運用してお
り残高を有する状況で基金廃止となった場合，会
計課が廃止の事実を認識できなければ，その口座
はそのまま休眠口座となってしまい，公金管理上
適切ではない。
　基金廃止の際には，設置の場合と同様に起案を
関係部局に回付するなどにより，全庁的に廃止の
事実を周知することが必要である。

会計課
　基金の廃止の際には，廃止条例の制定について
の市議会の議決が必要であり，会計課では，その
都度，市議会の議案及び議決結果により基金の廃
止について確認し，事務処理を行っていることか
ら，起案の回付等による全庁的な周知は不要と考
える。

　旭川市のホームページで当基金のPRタイトルと使
途が記載されているが，令和元年度における当基金
の充当事業のうち「無料低額診療事業調剤処方費用
助成事業」は上記の使途と整合しておらず，寄附金を
募る以上，使途について誤解を招く可能性がある記
載は避けるべきである。
　公開されている基金使途を現状に即した記載内容
に見直す必要がある。

福祉保険部福祉保険課
　旭川市のホームページにおいて、社会福祉事業基
金のPRタイトル及び使途に「無料定額診療事業調剤
処方費用助成事業」の内容を追加した。

　　（２）充当事業と公開されている基金使途との整合性について

第９ 監査の結果と意見（個別基金以外）

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

　１．全般的事項

　　（３）基金廃止の際の情報共有について

　３．社会福祉事業基金

第10 監査の結果と意見（個別基金）
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意見の概要 意見に対する考え方

　繰入運用利率の設定に当たっては短期プライム
レートを考慮しているが，現在の金利水準はTIBORの
方が低い状況にあるため，資金調達の現況及び金利
水準の現況から考えても，TIBORを考慮する方が適
切であると考える。

総合政策部財政課
　繰替運用の利率については，基金の利子収入と資
金調達側の利子負担それぞれにメリットが生じるよ
う，設定する。

　基金ごとに対応する定期預金等を設定して運用す
ることにより，基金とその運用方法である定期預金等
との関係性が明確になるメリットはあるが，効率的な
運用という観点から考えれば，運用期間が同一であ
る複数の定期預金等を集約して運用することで，運用
元本の規模が大きくなり，運用収益の更なる獲得にも
つながり，結果として基金残高を増やすことに貢献す
る。
　基金の運用単位について，基金ごとではなく，集約
して行うことは検討に値する。

会計課
　基金の運用については，確実かつ有利な方法の一
つとして金融機関への預金を中心に運用しているが，
その運用方法については，運用の都度，関係課と協
議，検討し決定している。今後もより確実かつ有利な
方法での運用に努めていくが，基金の運用単位も含
めて検討する。

　ふるさと納税の受け皿となっている各基金残高のバ
ランスが均衡していない。基金の使途を指定しない一
般寄附は一般財源として受け入れられ，枯渇が懸念
される基金への一般財源の積立が可能となる。
　基金の使途を指定しない一般寄附を多く募ることが
できるような方策を継続的に検討していただきたい。

税務部税制課
　具体的な寄附金の使途が示されている自治体に寄
附が集まる傾向が強くなっていることから，本市にお
いても寄附者からの共感を得られるような受入れ先メ
ニューを示していくとともに，厳しい財政状況の中の有
効な財源確保手段として一般寄附の受入れの在り方
についても引き続き検討していく。

　今後も国民健康保険事業の健全な運営を確保する
ためには，保険料率の改定や保険料などの歳入不足
が生じた場合や今後新制度が与える影響などを考慮
した上で，それらに対応できるだけの基金残高を有し
ているのか，継続して検証していただきたい。
　また「旭川市の国保」で保険者数や医療費及び国民
健康保険に係る財政の現状などを説明されている
が，このような情報提供を継続し，国民健康保険事業
の実態を市民に周知することを継続していただきた
い。

福祉保険部国民健康保険課
　基金については毎年発行している「旭川市の国保」
で基金繰入金の推移（５年分）を公表するとともに，保
険料率の改定状況や保険料の収納状況等について
も公表しており，基金残高の見込みを示している。
　また「旭川市の国保」で国民健康保険事業特別会計
の予算決算を始め，被保険者数などについても情報
提供を行っており，広報活動を継続している。

　３．会計課

　　（１）基金の運用単位の集約について

　４．税制課

　　（１）基金残高の継続的な検証と市民への情報提供の継続について

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第９ 監査の結果と意見（個別基金以外）

　２．財政課

　　（１）繰替運用利率の設定における考え方について

　　（１）ふるさと納税における一般寄附の在り方について

第10 監査の結果と意見（個別基金）

　１．国民健康保険事業準備基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　令和2年度から返済の必要ない給付型奨学金制度
を開始しているが，奨学金の申請件数が当初想定と
大きな乖離があり，認知度や制度設計に課題がある
と思われる。
　次年度以降は周知方法の改善と申請方法に見直し
が必要ないかなども検討すべきと思われる。

子育て支援部子育て助成課
　周知方法については，中学卒業式で行っていたもの
を，より申請時期に近い高校入学手続ないし高校入
学式で配布した。申請方法については，窓口申請に
加えて郵送でも受け付けることとした。

　当基金の条例では，運用収益を事業費へ直接充当
することができる規定となっており，実際にも直接充
当が行われていたが，運用収益を一旦基金に編入す
ることにより，基金の設置目的に沿った事業費への充
当であることや，基金が増加することによりどれほど
の運用成果があったのか明確になるため，運用収益
は一旦基金に編入した上で，事業費に充当すべきで
ある。

子育て支援部子育て助成課
　運用収益を基金に編入するためには，基金条例を
改正する必要がある。しかし，現状育英事業における
収入は全て事業費に充当されており，起案等でもそ
の旨が明確にされていることから，条例改正を行わず
現在の運用で問題ないと考える。

　当基金の残高は増加しているが，充当額の推移を
見てみると，残高の規模から十分に活用できていると
はいえない。
　当基金の対象となり得る事業は広範囲に及ぶた
め，設置目的に沿いながら充当事業を増やすなど，
今後さらに基金を積極的に有効活用していく必要が
ある。

福祉保険部福祉保険課
　令和２年度において基金残高の増加に合わせて充
当先事業を３つから６つへと増やしている。
　令和元年度までは基金の残高は増加傾向にあった
が，令和２年度は減少に転じていることから，今後も
寄附額の推移を見ながら基金の活用を検討していく。

　当基金の条例では，運用収益を直接事業費に充当
できることになっているが，運用収益の原資はあくま
で基金であり，一旦基金に積み立てた上で，基金目
的に沿った事業費に充当すべきである。

福祉保険部福祉保険課
  旭川市社会福祉事業基金は、旭川市社会福祉事業
基金条例第４条において、「基金から生ずる収益は，
社会福祉事業の費途に充てるものとする」とあること
から、条例に従い、運用収益を事業費へと直接充当し
ている。
　運用収益を一旦基金に積み立てた上で事業費へと
充当するためには，旭川市社会福祉事業基金条例の
改正を要するが，現行の「運用収益を直接事業費へ
充当する方法」であっても，運用収益を事業費へ充当
する際には，起案処理により充当先事業及び充当額
を明記し，基金目的に沿った事業費充当が担保され
ていることから，現状のままの処理とした。

　　（１）基金の有効活用について

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　　（１）基金の活用について

　２．育英事業基金

　　　　①給付型奨学金制度について

　３．社会福祉事業基金

　　（３）基金運用収益の処理方法について
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意見の概要 意見に対する考え方

　当助成金の申請方法は「償還払」と「受領委任払」
が設けられているが，令和元年度において「償還払」
で申請されたケースはなかった。今後の申請実態を
注視し，場合によっては申請方法を「受領委任払」の
みとすることを検討することがあっても良い。

福祉保険部生活支援課
  受領委任払いでは，あらかじめ受領委任払いの取
扱登録をしている薬局のみを対象としているが，償還
払いは，市内にあるすべての薬局を対象としていると
いう点でも大きな違いがある。令和元年度において償
還払いの申請はなかったものの，市民が自由に薬局
を選択することができるという点において，償還払いと
いう申請方法を残しておくことが望ましいと考えること
から，令和３年度も引き続き助成金の申請方法を償
還払い及び受領委任払いの２つの方法とすることとし
た。

　当基金では年度末における目標残高を定めていな
いが，子どもに関する事業は単年で終わりではなく，
複数年をかけて継続して行うことで成果のあがるもの
が多いと思われることからも，中長期的な複数年での
計画を立てる必要があると思われる。その計画を遂
行するために必要な目標残高を設定することを検討
していただきたい。

子育て支援部子育て支援課
　基金の残高は増加傾向にあったが，令和２年度に
基金を充当する取組を見直したことによって残高は減
少し，一定の平準化が図られた。
　基金は寄附金の多寡により影響を受けるため，一
律の目標を定めることは困難であるが，今後も充当す
る取組を適宜見直すことにより適切な運用を行う。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

子育て支援部子育て支援課
　令和３年５月における運用収益の処理について，事
業費へ直接充当することなく，従前どおりその全額を
基金に編入した。

　当基金の条例では「財政運営上必要があると認め
たとき」に基金の処分が可能であるとされているが，
具体的にどのような場合に必要と認められ処分が可
能であるのか明文化されていないため，明確な根拠
がなく処分されてしまうことは否定できない。また「旭
川市行財政改革推進プログラム２０２０」において基
金の取崩しは最小限となるよう取り組むとされており，
これに照らしても明確な根拠のない処分は避けなけ
ればならないであろう。
　基金条例に処分内容を具体的に記載することが望
ましいであろう。

総合政策部財政課
　財政調整基金を処分できる場合については，地方
財政法第四条の四で明記されており，改めて地方財
政法の規定以上に具体的な処分内容を条例に明記
する必要はないと考える。

　　（１）条例における処分内容の具体化について

　５．財政調整基金

　　（３）基金運用収益の処理方法について

　４．子ども基金

　　（５）助成金申請方法について

　　（２）基金残高について
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意見の概要 意見に対する考え方

　令和元年度における当基金の取崩しに関する起案
において，なぜ財政運用上必要があると認められた
のかについて明確な記載がなかった。
　（１）でも述べたが，財政運営上必要があるという抽
象的な理由で処分が行われる可能性があるため，取
崩しの必要性と取崩額の根拠を明確にし，それを起
案書の根拠書類として保存することが望ましい。条例
において処分内容を具体的に記載するのであれば，
どのケースに該当し，併せて取崩額の根拠を明確に
しておくべきであろう。

総合政策部財政課
　取崩しを行う際には，取崩しの理由や取崩額の根拠
について，起案に記載することとした。

　当基金の収入の多くはふるさと納税によるものであ
り，旭川市のホームページ上では，「体育大会選手派
遣費補助」のみを使途として掲げているが，当基金に
おけるふるさと納税の活用事例として，「旭川ハーフマ
ラソン」及び「バーサーロペット・ジャパン」の運営費へ
の一部支援に使用した旨の記載がされている。「旭川
ハーフマラソン」及び「バーサーロペット・ジャパン」い
ずれも市外からの参加者も多いため，ふるさと納税の
使途に加えることで，市外からの参加経験者や参加
予定者からの寄附につながる可能性もある。
　今後どのような開示としていくか再考の余地がある
と思われる。

観光スポーツ交流部スポーツ課
　「旭川ハーフマラソン」及び「バーサーロペット・ジャ
パン」について，市ホームページ及びふるさと納税の
各ポータルサイト上で既に使途に追加した。

　当基金の条例では，運用収益を直接事業費に充当
できることになっており，実際には事業費への直接充
当と基金への編入の両方が行われているが，運用収
益の原資は基金であり，一旦基金に積み立てた後，
基金目的に沿った事業費に充当する処理方法で統一
すべきと考える。

観光スポーツ交流部スポーツ課
　令和２年度（３月末満期分利息）において，運用収
益を一旦基金に積み立てた後，事業費に充当する方
法で統一した。

　当基金の積立目標額は設定されていないが，基金
は今後推進していきたいと考えている事業を実施する
ために必要な残高を過不足なく確保することが必要で
あるため，積立目標額を設定することを検討するべき
であると考える。

経済部産業振興課
　特定の事業実施を目的とした基金ではないこと，ま
た，積立金の全てが寄附金と運用収益であり，前年
度の寄附額，積立額を鑑み充当事業を決定している
状況にあるため目標額の設定は難しいが，事業推進
に向け継続的な収入を見込めるよう，事業実績など
のPR強化に努める。

　　（２）基金処分額の根拠の明確化について

　11．デザイン振興基金

　　（１）積立目標額の設定について

　　（４）基金運用収益の処理方法について

　７．スポーツ振興基金

　　（１）基金の使途に関する開示について
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

経済部産業振興課
　運用収益を一旦基金に編入する処理方法を今後も
継続する。

　旭川市での国際交流活動に係る事業費は，基本的
に全額を当基金からの支出で賄っており一般会計か
らの支出がないことから，当基金の枯渇により国際交
流活動の財源もなくなり，活動の継続が困難となる。
　当基金を活用しつつも，数年にわたる基金残高の推
移の計画を立てて，国際交流活動が停止することの
ないよう，例えば市の公式行事である代表団の訪問
及び受入れなどは一般財源からの事業充当も含め，
財源の確保と基金の更なる効果的な運用について検
討すべきであると考える。

観光スポーツ交流部都市交流課
　今後も事業精査しながら適宜規模の見直しや効率
化に努めるとともに，基金残高を増加させるためふる
さと納税等の寄附金の増収に資する情報発信等に努
める。
　特に令和３年度からは，ふるさと納税による寄附金
収入のうち，必要経費分45％が差し引かれて原課に
配分されることから，今後は一般財源の充当の検討
が不可避であり，事業費の一部に一般財源を活用す
ることも視野に関係部局と協議しながら検討を続け
る。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

観光スポーツ交流部都市交流課
　運用収益は一旦基金に編入する処理を今後も継続
する。

　市債全般の償還に充てることが当基金の目的であ
るならば，積立財源を開発公社から取得した土地の
売却収入と，動物園通り産業団地開発事業貸付金元
金収入のみとしている現状は望ましい状況とは言えな
い。決算剰余額のうち一部を減債基金に積み立てる
ことができるよう予算措置した上で，一般財源からも
積み立てることを検討すべきであると考える。

総合政策部財政課
　現在の当市の財政状況では，一般財源及び決算剰
余金からの積立ては困難である。

　市債元利償還額に占める当基金残高の割合は年
度によってばらつきがあるが，一定の計画をもって積
み立て，基金の適正残高を確保することが将来の市
債償還のために必要であろう。
　また，市債残高に占める当基金残高の割合を見て
も，将来の市債償還に充てるだけの十分な残高規模
であるとは到底言えない。一般財源からの積立てを
行うなど，中長期的な視点での残高確保が求められ
る。

総合政策部財政課
　当市では市債の借入額（臨時財政対策債を除く。）
を抑制することで計画的に市債残高及び市債償還額
に係る財政負担を減少させており，市債償還の財源
は予算編成の中で確保している。現在の財政状況で
は，将来的な市債償還額として一般財源及び決算剰
余金から基金に積み立てることは困難な状況である。

　12．国際交流活動基金

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　　（１）今後の基金の方向性について

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　14．減債基金

　　（２）基金の残高規模について

　　（１）基金の設置目的と基金積立財源の関係性について
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意見の概要 意見に対する考え方

　現状の市債残高及び市債償還額と基金残高を比較
したときに，現状の基金残高ではその目的を十分達
成できるか疑問であり，このままの状況では基金の枯
渇が懸念される。
　上記⑴⑵の意見以外に考えられる方向性として，財
政調整基金との集約も一つの方法でなかろうか。今
後，当基金残高を増やしていく方策を検討する，それ
が難しいのであれば財政調整基金と集約するなど，
今後の当基金の方向性を検討していくことが望まれ
る。

総合政策部財政課
　動物園通り産業団地開発事業が終了するまでは，
当面減債基金として存続させる。

　旭川振興公社の貸付金については，できるだけ早
期に返済し，その返済金額が基金に積み立てられて
運用されることが望ましいとも言える。事業期間の中
で早期に売却できた場合には，市への返済額割合を
高めることを検討することが望ましい。

総合政策部財政課
　平成30年の分譲開始から，令和３年３月末現在
45.5%分譲済みであるが，今後分譲計画を大きく上回
る売却の際には, 市への返済額割合を高めることに
ついて旭川振興公社と協議の上検討する。

　動物園通り産業団地開発事業貸付金について，振
興公社への貸付金は無利息としているが，金利もコス
トであることに変わりなく，振興公社が事業自体の収
益性を正確に把握するためには，金利を負担してコス
トとして認識することが必要であろう。市にとっても，金
利が基金に積み立てられることにより一定の運用収
益を得られるであろう。
　今後同様の事例が生じた場合には，貸付金につい
て金利負担を求めることについて検討されることを望
む。

総合政策部財政課
　当該貸付金は，企業立地に伴う多様な産業の集
積，地域産業の高度化及び経済活性化，雇用の場の
拡大等を図るという本市の政策上の目的を達成する
上で，事業主体となる旭川振興公社に貸し付ける際
に無利息としたものである。
　今後も，個別事例の事情や政策的判断等を踏まえ
検討する。

　動物園通り産業団地開発事業について，将来貸付
金を全額回収できないこともあり得るが，市として回
避しなければならない。
　今後，事業の進捗状況を注視し，貸付金の回収不
能リスクが発生した場合には早期にリスクヘッジ策を
検討する必要がある。

総合政策部財政課
　令和10年３月末までに貸付金を回収することとして
おり,貸付金の回収不能リスクが発生する場合には早
期にリスクヘッジ策を検討する。

　　（５）無利息貸付けの妥当性について

　　（３）今後の基金の方向性について

　　（６）将来のリスクヘッジ策の検討について

　　（４）動物園通り産業団地開発事業貸付金の返済金額の考え方について
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金の条例では，運用収益を事業費へ直接充当
することができる規定となっているが，運用収益の原
資は基金であり，運用収益が基金の設置目的に沿っ
て充当されたことを明確にするためにも，一旦基金に
編入する処理方法とすべきである。

土木部公園みどり課
　例年，繰替運用に伴う利子を事業費へ直接充当し
ていたが，令和元年度から本基金が繰替運用の対象
外となったため，全ての利子を基金に編入する取扱い
としている。

　当基金では，今後の基金充当に関する将来予測が
作成されており，その予測に基づく事業を実施した場
合，各年度末の基金残高見込額が大まかに見積もら
れているが，実施するに当たっての適正残高かは別
問題である。
　各年度末の基金残高見込額を見積もることと併せ
て，より具体的な事業内容とそれを推進するために必
要な積立目標額を設定することを検討するべきと考え
る。

経済部旭山動物園
　当該基金は個別の事業実施を目的としたものでは
ないこと，また，施設整備や動物の導入は，基金から
の充当だけではなく，入園料収入及び一般会計繰入
金を充てていることから，毎年度の寄附状況や収支
見通しにより充当事業を決定している。
　このことに加え，動物の導入に当たっては，国内外
における当該動物の飼育状況や取引に関する国際
条約など様々な制約が多く，長期的な視点での動物
導入計画及び導入に伴う施設整備計画の策定が困
難である。
　これらのことから，基金の積立目標額の設定は難し
い状況にはあるが，施設整備や動物の導入推進に向
け，寄附金の継続的な収入が見込めるよう，動物園
事業のPRに努めていく。

　当基金の活用については動物園の施設整備等に限
定しており，動物園の運営費といったソフト面の財源
には充当できないのが現状であったが，動物園を応
援したいという寄附者の意向に沿った寄附金の活用
ができるよう制度の取り扱いを整理し，新型コロナウ
イルスの収束が見通せない令和3年度予算において
は，基金を一部運営費に対しても充当可能とするた
め，条例の一部改正を行っている。
　今後においても，寄附者のニーズに応えるとともに，
運営全体に影響する不測の事態など様々な状況に対
応できるよう，引き続き基金の柔軟な運営を求めた
い。

経済部旭山動物園
　令和３年度予算において，基金を運営費に充当でき
るよう条例の一部改正を行った。令和２年度は新型コ
ロナウイルスの影響もあり一般寄附の需要が高まっ
ている状況にあり，今後も状況に応じて，適正な基金
の運用を行っていく。

　当基金の積立目標額は設定されていないが，基金
は今後推進していきたいと考えている事業を実施する
ために必要な残高を過不足なく確保することが必要で
あるため，積立目標額を設定することを検討するべき
と考える。

経済部経済交流課
　特定の事業実施を目的とする基金ではなく，前年度
の寄附額，積立額を鑑みて充当事業を決定している
状況にあるため目標額の設定は難しいが，事業推進
に向け，積立財源であるふるさと納税や寄附金の継
続的な収入が見込めるように，事業のPR強化に努め
ていく。

　20．まちなか活性化事業基金

　　（１）積立目標額の設定について

　　（２）運営費に対する基金充当について

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　16．都市緑化基金

　　（１）積立目標額の設定について

　19．旭山動物園施設整備基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金の充当事業の一つである「北の恵み　食べマ
ルシェ」は年々知名度が高まっており，当事業に対す
る基金充当額は，令和元年度における充当額の大半
を占めているが，ふるさと納税のポータルサイトにお
ける当基金の使途に関する説明文には食べマルシェ
に関する記述がなく，基金使途の内容説明としては実
態に即しておらず不十分である。
　基金使途の説明に関して，実際に基金が活用され
る対象事業の実態に即した内容に見直していく必要
がある。

経済部経済交流課
　基金の使途に関する説明文に北の恵み食べマル
シェ等に関する記述を追加し，基金使途の実態に即し
た内容説明に修正し，ホームページを更新した。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

経済部経済交流課
　運用収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も
継続していく。

　ふるさと納税における寄附申出書，ふるさと納税２
サイトにおける当基金に関する使途の記載が「優佳
良織」に特定されている印象を受けるが，当基金は文
化や芸術の振興という幅広い分野で活用することを
想定しており，実際は「優佳良織」以外の事業でも本
基金は活用される可能性がある。
　このような状況では，優佳良織を支援したいという意
向でふるさと納税を行った寄附者の誤解を招く可能性
があるため，今後はサイトへの記載は「優佳良織」に
特定せず，彫刻や文化財保存を含めた幅広い使途で
あることを明示するよう検討されたい。

社会教育部文化振興課
　令和２年度の監査結果を踏まえて，ふるさと納税の
ＰＲタイトルや内容が「優佳良織」を含めた幅広い使途
であるよう変更した。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

社会教育部文化振興課
　今後とも運用収益を一旦基金に編入する処理方法
を継続していく。

　　（３）基金運用収益の処理方法について

　21．文化芸術振興基金

　　（１）ふるさと納税サイトの記載の見直しについて

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　　（２）基金充当実績の積極的な公表について

9 / 12



意見の概要 意見に対する考え方

　当基金は，増加した基金を次年度以降で事業費に
充当するような予算が立てられており，いたずらに基
金残高が増加するような状況になっていないが，目標
残高を定めておらず，次年度の事業充当を選定する
際に，残高を減少させない程度の範囲内で充当額を
決めており，現状の残高の維持が目標であると言え
る。
　目標となる残高を定めることは難しいであろうが，あ
る程度の根拠による目標残高を定めておくことで，そ
の目標残高を下回らない程度での事業充当を計画す
ることができ，残高が著しく増減することも防げると思
われる。

環境部環境総務課
　環境基金の積立財源の大部分を占めるふるさと納
税による寄附金の使い道として掲げている事業費約
750万円のほか，別の財源である企業寄附の意向に
適う事業の実施も考慮し，全体として約1,000万円の
残高を目標として充当計画を立てることとした。

　当基金の活用状況や実施した事業の詳細も充当し
た金額も開示が行われておらず，開示が十分とは言
えない。市のふるさと納税の募集サイトでは，外来種
の被害を防止し，旭川市の豊かな自然を守る事業に
使用する旨の記載になっているが，実際は寄附金額
が多くなっているため，上記の事業以外に使用してい
る金額も大きくなっており，これらを含めた開示を行う
ことは，実際に寄附した者にとっても有用であると同
時に，新たな寄附を呼ぶことにもつながるであろうと
思われる。

環境部環境総務課
　環境基金の活用状況，実施した事業の詳細及び充
当金額についてホームページに公開した。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

環境部環境総務課
　運用収益は，一旦基金に編入する現在の運用方法
を継続する。

　当基金の積立目標額は設定されていないが，基金
は今後の事業計画を確実に遂行するために必要な残
高を過不足なく確保することが必要である。当基金残
高と毎年度の基金充当額の規模を見た場合，令和元
年度は新たに北彩都ガーデン管理費を基金充当事業
としたとはいえ，充当額の規模としては物足りなさを
感じ，更なる充当事業の拡充も可能ではなかろうか。
　更なる基金の有効活用を実現するために，今後の
中長期的な基金充当計画を策定し，当該計画を遂行
するに当たって目指すべき積立目標額を設定するこ
とを検討するべきと考える。

土木部公園みどり課
　意見を踏まえ，本基金の中長期的な充当計画を策
定し，積立目標額を設定した。なお，基金充当事業に
ついては，例年「あさひかわ子どもの水辺協議会」に
おいて事業内容を協議しており，今後も事業の在り方
等を適宜検討していく。

　22．環境基金

　　（３）基金運用収益の処理方法について

　23．河川環境整備基金

　　（１）基金の残高について

　　（２）基金の活用状況の開示について

　　（１）基金の有効活用と積立目標額の設定について
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金の条例では，運用収益を直接事業費に充当
できることになっているが，運用収益の原資は基金で
あり，運用収益が基金の設置目的に沿って充当され
たことを明確にするためにも，一旦基金に編入する処
理方法とするべきである。

土木部公園みどり課
　例年，繰替運用に伴う利子を事業費へ直接充当し
ていたが，意見を踏まえ，令和２年度から全ての利子
を基金に編入する取扱いとした。

　当基金の積立目標額は設定されていないが，基金
は今後の事業計画を確実に遂行するために必要な残
高を過不足なく確保することが必要である。当基金に
おいては施設管理費への基金充当額は今後も大きな
変動は見込まれず，施設整備についても整備計画が
逐一検討されていることから，既存の計画等に基づ
き，今後の積立目標額を設定することを検討するべき
であると考える。

農政部農林整備課
　当基金は，寄附金と道からの支援費（道立２１世紀
の森が旭川市へ移管の際に道から施設修繕等の目
的で支援）を積み立てており，前年度の寄附額や利用
者のニーズなどに鑑み既存計画を都度見直しし，充
当事業を決定しているため，基金残高が常に変動す
ることから継続的な収入が見込めるよう事業推進に
向けた施設の魅力向上や活用実績のＰＲに努める。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

農政部農林整備課
　運用収益は一旦基金に編入する処理方法をすでに
行っており，今後も継続していく。

　当基金の積立目標額は設定されていないが，基金
は今後推進していきたい事業を実施するために必要
な残高を過不足なく確保することが必要である。当基
金は広く産業振興に資する事業に活用することを目
的としており，また，中長期的な目標などに基づき，事
業者の声を聴きながら事業を構築している。地域経済
の活性化のためにも必要な施策が実施できなくなるこ
とは避けなければならない。
　必要な施策を実施するため，今後の積立目標額を
設定することを検討するべきであると考える。

経済部産業振興課
　特定の事業実施を目的とした基金ではないこと，ま
た，積立金の全てが寄附金と運用収益であり，前年
度の寄附額，積立額を鑑み充当事業を決定している
状況にあるため目標額の設定は難しいが，事業推進
に向け継続的な収入を見込めるよう，事業実績など
のPR強化に努める。

　　（１）積立目標額の設定について

　　（１）積立目標額の設定について

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　25．21世紀の森施設基金

　　（２）基金運用収益の処理方法について

　26．産業振興基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金の積立財源であるふるさと納税による寄附
金の使途として，市のホームページでは「技能五輪全
国大会及び国際大会出場選手に対する経費補助，技
能者を養成する職業訓練施設を運営するための補助
金，次代を担う子どもや市民に技能をPRするイベント
に対する補助金，優秀な技能者に対する表彰事業
等」と記載されており，ふるさと納税２サイトでも，技能
に関連した事業に使うとの記載に終始している。
　現状，所管部局は，技能に関連した事業にのみ当
基金を充当するという意向ではなく，各サイトにおいて
寄附金の趣旨に反しない範囲で別の取組に充てる可
能性があると言及されているものの，寄附者からする
と「技能に関する事業についての寄附」であると誤認
する可能性がある。
　基金使途の説明に関して，実際に基金が活用され
る対象事業の実態に即した内容に見直していく必要
がある。

経済部産業振興課
　活用例に中小企業の商品開発や販路拡大等の支
援，新規創業や人材育成に関わる事業などを追加し
た。さらに，地域産業を支え，発展させる様々な取組
に活用する旨明記し，技能に関する事業のみへの寄
附と誤認されない内容に見直した。

　当基金では運用収益の基金への編入が行われてお
り現在の運用で問題はないと考えるが，条例上は事
業費への直接充当が可能な規定となっている。運用
収益は一旦基金に編入する処理方法を今後も継続し
ていただきたい。

経済部産業振興課
　運用収益を一旦基金に編入する処理方法を今後も
継続する。

　当基金は導入間もない森林環境譲与税制度に基づ
き設置されたものであり，今後，各種補助金に対する
林業事業体の申請動向や，民有林所有者の経営意
識の把握等の状況によっては，基金充当事業の規模
や実施時期に大きな変更が必要となることが予想さ
れる。
また，基金が有効活用されず必要以上に基金残高を
有することとなれば，制度上の政策的な目的が本市
の森林において十分に反映されないこととなり，納税
者の理解も得られないであろう。
　現時点で策定されている基金充当計画は，その妥
当性について継続的に検討が行われ，場合によって
は適時に修正し，納税者である市民にとって有用な充
当事業が計画されていくことが望まれる。

農政部農林整備課
　令和３年度から令和５年度の事業計画に，森林整
備を進める事業のほか，森林や木材の普及啓発に係
る事業を加えるなど，すでに適時の計画修正を行って
おり，今後も市民に有用な充当事業を見直しする。

　27．森林整備基金

　　（２）基金使途に関する記載の見直しについて

　　（３）基金運用収益の処理方法について

　　（１）計画の適時修正および基金充当事業の適切な設定について
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指摘事項 措置状況

　各基金の充当事業の事業費や，そのうち基金を
いくら充当したのかといった定量的な情報の公表
も積極的に行うべきであろう。寄附者が自身の寄
附がどのような事業にいくら使われたか知ること
により，寄附の活用がイメージでき，寄附へのイ
ンセンティブの向上にもつながるのではなかろう
か。
　現状の情報の公表に定量的な要素の情報も加え
るなど，より積極的な情報の公表の方法を検討す
べきである。また，各基金の所管部局においても
情報の公表の重要性を改めて認識し，積極的な情
報の公表に努めるべきである。

税務部税制課
　令和３年度中に各基金への寄附額及び活用事業
への充当額等を取りまとめて資料を作成し，税制
課ホームページ内において公表したところであ
る。
　令和４年度以降についても同様の取組を行って
いく。

　敬老会事業について，実施主体から提出された
収支決算書を，領収書等との照合といったチェッ
クは特段行っていないとのことであった。実施主
体は相当数に上り，毎年全件チェックを行うこと
は困難であろうが，例えば地区ごとにローテー
ションを組み，数年で全実施主体のチェックを行
うようにすることは可能であるため，収支決算書
のチェック体制を整備するべきである。

福祉保険部長寿社会課
　敬老会事業は負担金支出から実施団体に対する
補助金に変更したことに伴い，支出に関する証拠
書類の確認などは行うこととした。

　15．長寿社会生きがい基金

　　（４）敬老会事業収支計算書のチェックについて

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第９ 監査の結果と意見（個別基金以外）

　４．税制課

　　（２）基金の使途に関する情報の公表の充実について

第10 監査の結果と意見（個別基金）
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意見の概要 意見に対する考え方

　各基金の特定目的を達成するために，具体的に
どの程度の基金残高を目指すのか，いわゆる基金
積立目標額を設定しているケースは少なく，あっ
たとしてもその根拠が明確ではないケースが見受
けられた。積立目標額が設定されていないため，
基金によっては残高が潤沢に確保されていたり，
逆に残高が減少傾向にあり，将来的な基金の枯渇
が懸念されたりする。基金の設置目的を達成する
ために目指すべき，積立目標額を設定することを
検討していただきたい。

総合政策部財政課
　令和４年度予算編成要領において，「将来的に
特定の施設整備や備品購入等の財源として活用を
予定している基金については，積立目標額の設定
を検討する」旨記載し，周知を図った。

　基金を運用した結果獲得した運用収益の処理方
法は，①基金に編入しなければならないと規定さ
れているもの，②事業の費途に充てるほか，基金
に編入するとされているもの，③直接事業の費途
に充てるとされているもの，という３通りの処理
方法が規定されており，各基金条例において統一
された規定とはなっていなかった。
　基金は当初設置した際の目的に沿って事業費に
充当される必要があり，運用収益についても同様
と考えるべきである。運用収益を一旦基金に編入
した上で事業の費途に充てることとすれば，基金
の設置目的に沿った事業費の充当であることがよ
り明確になると考える。
　基金運用収益は一旦基金に編入することを，全
庁的に統一した処理方法として整理することを検
討していただきたい。

総合政策部財政課
　令和４年度予算編成要領において，「基金利子
は，基金の設置目的に沿った事業費の充当である
ことをより明確にする観点から，条例で事業費の
みに充てることとされているものを除き，基金に
積み立てること。」と明記し，周知を図った。

　入学支度金制度では，令和元年度に私立高等学
校等，大学及び専門学校において貸付額を選択で
きるように改定したところ，貸付件数及び貸付額
が大きく増加している。新しく貸付額を増加した
区分では，貸付額の最も大きい貸付けが大部分を
占めており，進学に際して，それまでの貸付額で
は足りず，より多くの奨学金を必要としていると
見ることもできる。
　今後も子どもたちの進学のためにより役立つよ
うな制度となるよう必要な改定を続けるべきであ
る。

子育て支援部子育て助成課
　令和４年度入学者のうち通信制学校へ進学する
保護者への入学仕度金貸付を開始した。
　なお，入学仕度金貸付は，返済に伴う借主の負
担が伴うにもかかわらず，令和元年以降，貸付額
が増加していることから，進学に当たっては，よ
り一層手厚い支援が必要であり，今後は，現行の
貸付型奨学金制度や，新たに開始するよう準備を
進めている給付型奨学金制度を通じて，進学支援
を一層進めていく。

　２．育英事業基金

　　（１）基金の活用について

　　　　②貸付型奨学金制度について

　　（２）基金運用収益の処理方法について

第10 監査の結果と意見（個別基金）

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第９ 監査の結果と意見（個別基金以外）

　１．全般的事項

　　（１）基金積立目標額の設定について
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意見の概要 意見に対する考え方

　ふるさと納税の寄附者は，寄附額が自分の意図
したとおりに使用されているのかどうかは関心が
あると思われるが，どの事業にいくら使用したの
かの使用実績に関する報告が十分とは言えない。
寄せられた寄附金の使い道等の開示には積極的に
取組む責任があり，また開示を充実させることが
新たな寄附を募ることにもつながるであろう。

子育て支援部子育て支援課
　寄附金を受けた基金について、使用実績が閲覧
できるようにホームページにて公表した。

　新庁舎の建設に当たっては，着工に至るまでの
間に，市民の意向等を適宜反映しながら検討が行
われてきており，新庁舎に対する市民の関心は非
常に高いものと思われるため，総工費や各建設財
源の必要額については，想定額に変更があった場
合，市民へのタイムリーな情報開示が望まれる。
　今後，新庁舎が市民に長きにわたり親しまれる
よう，施設面の観点からだけではなく建設財源の
観点からも，市民にとってより望ましい新庁舎が
建設されることを望む。

総務部庁舎建設課
　総事業費等に大きな変更が生じた場合は，変更
後の事業費や理由等について，市民に対し，速や
かにホームページ等で周知を実施することとし
た。

　当基金の条例では，運用収益を事業費へ直接充
当することができる規定となっているが，運用収
益の原資はあくまでも基金であるため，一旦基金
に積み立てた上で，事業費に充当するべきであ
る。

福祉保険部長寿社会課
　令和３年度運用分から一旦基金に積み立てるこ
ととした。

　当基金を，遺贈を受け当基金に組み入れられた
不動産を売却するに当たっての整理費用を負担す
る事業へ充当しているが，基金設置目的と直接的
には結び付かない。むしろ整理費用は一般財源で
賄うことが適切ではなかろうか。
　今後，遺贈等により所有することになった不動
産の整理費用に当基金を充当することの妥当性に
ついて，考え方を整理すべきであろう。

福祉保険部長寿社会課
　不動産売却にあたって鑑定等，必要な整理事項
は既に終了しているため，新たな費用負担は生じ
ないが，今後同様の事例が発生した場合は一般財
源でまかなえるよう財政当局と調整する。

　４．子ども基金

　15．長寿社会生きがい基金

　　（１）タイムリーな情報開示について

　　（１）基金運用収益の処理方法について

　　（３）基金設置目的と基金充当事業の整合性について

　　（１）寄附の使用実績の開示について

　13．庁舎建設整備基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　敬老会事業について，対象一人当たりの金額や
負担金支出の基準等の検討を望む。所管部局では
市負担金の増加の抑制及び実施主体たる地域の負
担軽減を図るため事業自体の見直しを進めている
が，見直しの結果，敬老会事業の今後の方向性が
見出されることを望む。

福祉保険部長寿社会課
　令和４年度より対象一人当たりの金額等を見直
した新制度に移行した。

　基金活用の方向性として，長期的な視点に基づ
いた施策に対して基金を重点的に活用するといっ
た財源の使い分けがあっても良いのではないかと
考える。敬老会事業といった単年度で完結する事
業については，一般財源を充当する割合を高める
といった考え方があっても良いのではないか。
　財源には限りがある中で，一般財源を充当する
ことは難しいかもしれないが，施策の実現に要す
る時間の長短に基づいた視点から財源を使い分け
るといった工夫があっても良いのではないかと考
える。

福祉保険部長寿社会課
　令和４年度より敬老会事業等に一般財源を充当
することとした。

　当基金の条例では，介護保険事業特別会計に剰
余金が生じた場合は全額を基金として積み立てる
ことと規定され，現状では決算額及び剰余金が確
定した後にその全額を基金として積み立ててお
り，令和元年度のように多額の不用額の発生が見
込まれる場合であっても，決算確定まで基金積立
てを行うことができない。年度途中での基金積立
てを行うことができれば，基金の運用期間が長く
なり，一定の運用収益の獲得にもつながるであろ
う。
　多額の不用額の発生が見込まれる場合，基金積
立てを行い得るタイミングが現在の取扱いのまま
で良いのか，継続的に検討していただきたい。

福祉保険部長寿社会課
　道内34市に照会したところ，決算確定前に不用
見込額を積み立てる市はなかった。
　また，決算確定前の不用額の積立ては条例上，
市長が特に必要があると認めた場合に限られる
が，仮に介護保険事業特別会計の令和３年度決算
剰余金717,191,498円を決算見込額の算出日であ
る12月末日から従来の積立日である６月末日まで
金融機関へ預け入れたとしても，運用利益は
7,112円に留まる（運用利率は令和３年度実績
0.002%により積算）。
　歳入歳出の過不足が生じないよう会計上の注意
を要する一方，得られる利息は少額に留まり，特
に必要があると認められないことから，不用額の
年度途中の積立ては行わないものとする。

　市のホームページにおいて，令和元年度の「森
林環境譲与税に関する決算状況一覧」が公表され
ているが，各実施事業の有効性や現在の状況を読
み取るには情報量が少なく，納税者である市民へ
の説明が十分に果たされているとは言い難い。
　例えば森林環境税及び森林環境譲与税と当基金
の関係性を明示することや，当基金の次年度繰越
残高の根拠を明示すること，当基金が充当されて
いる事業の目的や効果，及び事業の進捗状況の説
明等を，現在作成している決算状況一覧に追加及
び修正し，公表内容のより一層の充実を図るべき
であると考える。

農政部農林整備課
　令和元年度の「森林環境譲与税に関する決算状
況一覧」をより一層の充実を図るよう修正すると
ともに令和２年度の「森林環境譲与税に関する決
算状況一覧」においても同様に充実した内容で掲
載した。

　27．森林整備基金

　　（２）基金充当実績の公表について

　17．介護給付費準備基金

　　（１）基金積立てのタイミングについて

　　（５）敬老会事業の方向性について

　　（６）各種事業の財源の考え方について
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指摘事項 措置状況

　当基金は令和２年４月１日に廃止されたが，平
成27年度に基金を全額取り崩し市債の償還は完了
しており，償還が完了した時点で当基金の設置目
的は達成したと考えられる。平成27年度の償還完
了時には事業が継続していたことから，その後新
たな起債が発生する可能性があったため事業完了
時に廃止するという判断だったとのことだが，平
成28年度以降の決算書を見る限り，起債を要する
ような大きな事業費が発生しないことは，平成27
年度の償還完了時に予測できていたはずではなか
ろうか。そうであれば，その時点で基金廃止の判
断があっても良かったであろう。
　今後，基金の目的を達成し，役割を終えた基金
は速やかに廃止することを検討すべきである。

総合政策部財政課
　令和５年度予算編成要領４－（１）－ウにおい
て役割を終えた基金の廃止の検討について明記し
た。

　　（１）基金廃止のタイミングについて

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第10 監査の結果と意見（個別基金）

　18．駅周辺土地区画整理事業償還基金

7 / 16



意見の概要 意見に対する考え方

　当基金は令和元年度末において旭川市の基金の
中でも残高の大きな基金の一つであり，ふるさと
納税における寄附額も２番目に多くなっており，
それだけ寄附者の関心が寄せられている基金であ
るが，残高が増えるばかりの現状は，寄附者の意
図に沿ったものとは言い難く，有効活用する責務
がある。
　今後は，基金の有効な活用について，深度ある
議論を重ね，適正な方向性を導き出すことが必要
である。

子育て支援部子育て助成課
　今後の基金の有効活用について，子ども・子育
て審議会等で議論を重ねた結果，令和５年度か
ら，大学等へ入学を予定している学生等も対象と
なるよう，旭川市奨学金支給条例を改正し奨学金
制度を拡充した。
　今後は対象となる生徒，学生等に対して周知で
きるよう，より積極的な広報活動を行っていく。

　助成金返還対象者の有無のチェック時に使用し
ている「支給事務手順書」については，一連の業
務手順が明らかにされているものであり，チェッ
クリストとしての意味合いは小さいため，「支給
事務手順書」の内容を適宜見直し，正式なチェッ
クリストとして整備し，返還対象者の把握漏れが
ないことを担保することが必要であると考える。
その際，複数によるチェックリストのダブル
チェックを行うと，より実効性が高まる。

福祉保険部生活支援課
　令和４年度に支給事務手順書に基づきチェック
リストを作成し，これを用いて複数の職員でダブ
ルチェックを行うこととした。

　登録薬局からの申請書提出は診療月の翌月10日
までとなっているが，記入漏れや記載誤りがあっ
た場合の再提出が期限までに間に合わないケース
がある。この再提出には最終期限が特に設けられ
ていないが，申請業務を行っている登録薬局の責
任の明確化，及び市の助成金財源調達の観点から
も，申請書提出の最終期限を明確に設定すること
があっても良い。

福祉保険部生活支援課
　令和４年度に要綱を改正し，申請書提出最終期
限について明記した。

　　（６）登録薬局からの申請最終期限の設定について

　　（４）無料低額診療事業調剤処方費用助成事業における助成金返還対象者の
　　　　チェック体制について

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第10 監査の結果と意見（個別基金）

　２．育英事業基金

　　　（１）基金の活用について

　　　　③今後の基金の活用について

　３．社会福祉事業基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　当基金は過去に事業への充当が一度もなく，令
和２年度に基金目的を拡大解釈し，北彩都ガーデ
ンの付帯整備に充てるとのことだが，充当事業の
整備内容の一部は「施設」に該当するのか曖昧で
ある。
　今後，基金設置目的と基金充当事業の整合性に
ついて，基金目的を拡大解釈することなく厳密に
判断する必要があると考える。その際，その整備
内容が公の施設の建設に該当するのかについて念
頭に置きながら検討していただきたい。

地域振興部地域振興課
　令和４年度に当基金残額の全額を充当し実施し
た工事は，当課が所管する北彩都あさひかわ地区
における高架下広場の舗装等を行い，歩行者が休
憩等で利用できるスペースを整備したもので，当
初の基金設置目的と合致した整備である。

　当基金の設置目的は「北彩都あさひかわ整備に
関連した施設等の建設のため」であるが，整備事
業は平成30年度をもって一定程度完了しているた
め，当初の寄附者の意向を反映して基金を活用し
ていくことは難しい。
　今後の方向性について，①基金の存続，②基金
の目的を修正した上で存続，③新たな基金の創
設，④基金の廃止，などいくつかの方向性が考え
られる。

地域振興部地域振興課
　令和４年度に実施した北彩都あさひかわ地区に
おける高架下広場の舗装等工事に，当基金の残額
を全額充当した。今後は，基金を活用する整備事
業がないことから，当基金を存続しないこととす
る。

　令和２年度基金充当予定の事業実施部局は土木
部であるが，両部局での合議の手数削減のため，
基金の所管部局と実施事業の所管部局を統一する
ことが望ましいと考える。

地域振興部地域振興課
　令和４年度に当基金残額の全額を充当し実施し
た北彩都あさひかわ地区における高架下広場の舗
装等工事は，当基金の所管部局である地域振興部
が実施したものである。今後は，基金を活用する
整備事業がないことから，当基金を存続しないこ
ととする。

　　（１）基金設置目的と基金充当事業の整合性について

　９．公の施設建設基金（北彩都関連施設等）

　　（２）今後の基金の方向性について

　　（３）基金の所管部局について
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指摘事項 措置状況

　当基金には不動産が構成財産として含まれてい
るが，利用価値がなく，保有し続ける合理性がな
い不動産がある。利用価値のない不動産について
は，今後，処分の方法を検討していくことが必要
である。

福祉保険部長寿社会課
　周辺の土地の所有者や，隣接する道路を管理し
ている北海道，土地のある南富良野町に引取りを
打診しているものの，道路に面した法面であり利
用価値に乏しく，管理責任のみが生じる土地であ
るため引取りは困難との見解であり，処分の見込
みが立たないことから，措置済として整理する。

　　（２）基金構成財産について

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第10 監査の結果と意見（個別基金）

　15．長寿社会生きがい基金
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意見の概要 意見に対する考え方

　基金は一事業に関する支出に対して複数年での
計画が可能であるため，スポーツ施設の改修工事
など，毎年実施されるわけではなく，実施に際し
ては多額の支出が必要になるものに活用しやす
い。
　特にスタルヒン球場はプロ野球の公式戦も行わ
れる市を代表する施設であり，ふるさと納税の使
途に加えることで寄附金を募る一助となることも
考えられる。
　このような改修工事等への基金の活用について
も方向性として位置付けることがあっても良いと
思われる。

観光スポーツ部スポーツ推進課
　条例で「スポーツの振興に関する事業に必要な
経費の財源に充てる」ことを目的として設置して
いることや，残高が減少傾向にあるため，ソフト
事業に優先に充当していますが，ハード事業の一
部にも充当を行っています。

　　　（２）スポーツ施設の改修工事への充当について

令和２年度包括外部監査の結果に関する報告書

(基金に係る事務及び基金に関連する事業の執行について)

第10 監査の結果と意見（個別基金）

　７．スポーツ振興基金
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